（注）
　　　事業報告書は、法令で定められた様式ではなく、会社法（平成17年法律第86号）第438条の規定に基づき 
取締役が定時株主総会に提出してその内容を報告した事業報告書と同一のものを、毎事業年度経過後、届け出る
ことを求めるものです。このため、事業の概況が明らかとるよう各社の創意工夫により、これを作成してく
ださい。
【以下、参考様式を示します。】












事　業　報　告　書


自　令和　　年　　月　  日
第　　期
至　令和　　年　　月　　日
















会社名　　　　
及び所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[１]営業の概要
当期の受注高・売上高・繰越高
（単位：千円）
	区　　分
	前期繰越高
	当期受注高
	当期売上高
	次期繰越高

	建設事業
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	     
	
	
	



業　績　の　推　移
（単位：千円）
	区分
	    期
	   期
	   期
	   期

	受注高
	
	
	
	

	売上高
	
	
	
	

	当期利益
	
	     
	
	



[説明]
　                                                                                      
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        
                                                                                        

[２]会社の概況
　　株　式　数　　発行する株式の総数　　　　　　　　　　　株
　　　　　　　　　発行済株式の総数（額面株式）　　　　　　株
　　当期末株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名
　　大株主
	株主名
	持株数
（同比率）
	当社の大株主への出資状況
	当社の主要な借入先からの当期末借入金残高

	



	株（  %）
株（  %）
株（  %）
株（  %）
	株
株
株
株
	


千円


　　　（注１）大株主３～５名を記載してください。
　　　（注２）当期末借入金には手形割引高は含めません。　　　　　　　　　　

　　従業員の状況（令和  年  月  日現在）
	区　　分
	従業員数
	平均年齢
	平均勤続年数

	男　子
	○名
	○才
	○年

	女　子
	○名
	○才
	○年

	合　計
	○名
	○才
	○年



[説明]
　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主要な営業所
　本　　　店　　　　                           　　　　　　　　　　　　　　　
　営　業　所　　　　             　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取締役および監査役（令和  年  月  日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[３]決算期後に生じる会社の状況
[説明]
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